
 ハローワーク浜田
【公表日： 令和6年11月29日】

≪　概　況　≫

新規求職者数（オンライン含）は284人で、前年同月比12.3％減少しました。

月間有効求職者数（オンライン含）は1,237人で、前年同月比0.7％減少しました。

新規求人数は627人で、前年同月比4.1％減少しました。

月間有効求人数は1,765人で、前年同月比0.5％増加しました。

月間有効求人倍率は1.43倍で、前年同月比0.02ポイント上昇しました。

有効求人倍率の状況
a年月 令和5年 令和5年 令和5年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

 項目 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

全　国 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26 1.28 1.26 1.24 1.23 1.24 1.23 1.24 1.25

島根県 1.49 1.46 1.50 1.48 1.45 1.51 1.45 1.41 1.44 1.44 1.43 1.44 1.43

浜田所 1.41 1.47 1.57 1.55 1.54 1.42 1.23 1.18 1.28 1.39 1.42 1.44 1.43

注）島根県及び全国の数値は季節調整値。季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X‐12‐ARIMA）による。
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　求人の動向

　新規求人数は627人で、前年同月に比べ4.1％減少しました。

a

年月 うちパート 食料品 繊維
窯　業　・
土石製品

輸送用機械 うちパート

654 225 52 58 12 12 5 0 34 92 56 195 83 1,756 580

▲ 24.1 ▲ 28.1 ▲ 49.0 ▲ 29.3 ▲ 70.7 140.0 150.0 ▲ 100.0 ▲ 12.8 17.9 ▲ 37.1 ▲ 14.5 ▲ 9.8 ▲ 24.6 ▲ 30.5

603 189 103 67 29 4 4 7 18 55 48 147 91 1,772 602

▲ 22.2 ▲ 26.2 ▲ 16.3 ▲ 8.2 ▲ 23.7 100.0 300.0 40.0 ▲ 43.8 ▲ 41.5 ▲ 29.4 ▲ 29.0 68.5 ▲ 23.0 ▲ 23.2

629 238 63 70 21 1 1 2 48 50 29 213 43 1,780 608

▲ 19.0 ▲ 12.5 ▲ 30.0 ▲ 13.6 ▲ 25.0 ▲ 88.9 0.0 ▲ 33.3 4.3 ▲ 31.5 ▲ 72.4 5.4 ▲ 48.8 ▲ 20.7 ▲ 21.1

703 211 72 66 12 17 10 0 36 70 62 216 86 1,849 599

▲ 19.4 ▲ 33.4 ▲ 30.8 ▲ 4.3 ▲ 65.7 112.5 233.3 ▲ 100.0 ▲ 5.3 ▲ 5.4 ▲ 31.1 ▲ 8.1 ▲ 27.7 ▲ 20.4 ▲ 24.3

768 288 136 78 33 1 3 6 30 65 57 163 90 2,014 680

0.9 ▲ 5.0 23.6 9.9 0.0 - - ▲ 25.0 3.4 ▲ 21.7 29.5 ▲ 9.9 63.6 ▲ 11.9 ▲ 18.4

590 209 68 70 30 1 1 2 51 37 47 188 28 1,924 645

▲ 9.9 ▲ 14.3 ▲ 2.9 9.4 76.5 ▲ 85.7 0.0 ▲ 50.0 4.1 ▲ 42.2 ▲ 41.3 0.5 ▲ 54.8 ▲ 8.6 ▲ 14.8

626 218 57 67 8 17 5 1 29 43 78 173 92 1,783 592

▲ 6.8 ▲ 7.2 3.6 31.4 ▲ 66.7 183.3 400.0 - ▲ 31.0 ▲ 40.3 16.4 ▲ 7.0 13.6 ▲ 4.8 ▲ 7.2

573 203 99 76 36 3 2 5 24 61 49 158 46 1,656 562

▲ 6.7 ▲ 2.4 ▲ 13.9 22.6 38.5 50.0 ▲ 33.3 25.0 ▲ 29.4 ▲ 1.6 40.0 ▲ 12.2 ▲ 13.2 ▲ 7.4 ▲ 7.6

604 201 78 65 24 2 1 2 42 39 43 187 60 1,674 543

▲ 10.7 ▲ 27.7 4.0 ▲ 8.5 20.0 0.0 ▲ 50.0 ▲ 50.0 ▲ 26.3 ▲ 36.1 ▲ 48.8 3.9 27.7 ▲ 8.2 ▲ 15.0

664 213 58 87 19 16 21 2 24 48 55 197 82 1,731 547

3.6 ▲ 7.4 3.6 61.1 0.0 ▲ 15.8 - - ▲ 46.7 ▲ 44.2 14.6 2.6 ▲ 6.8 ▲ 4.3 ▲ 14.5

564 187 97 59 22 0 3 7 37 54 28 195 36 1,723 553

▲ 3.9 14.7 ▲ 3.0 11.3 15.8 ▲ 100.0 50.0 40.0 32.1 ▲ 25.0 ▲ 12.5 31.8 ▲ 48.6 ▲ 4.0 ▲ 8.6

630 231 78 63 15 5 1 0 37 48 44 174 57 1,765 590

▲ 1.1 ▲ 9.1 23.8 ▲ 6.0 ▲ 28.6 400.0 0.0 ▲ 100.0 ▲ 26.0 ▲ 2.0 ▲ 21.4 ▲ 7.9 1.8 0.5 ▲ 0.3

627 183 59 71 19 14 10 0 33 39 44 190 93 1,765 567

▲ 4.1 ▲ 18.7 13.5 22.4 58.3 16.7 100.0 - ▲ 2.9 ▲ 57.6 ▲ 21.4 ▲ 2.6 12.0 0.5 ▲ 2.2

注）下段は前年同月比　

○正社員求人の動向
令和5年 令和5年 令和5年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

令和6年 令和6年
令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

項目項　　目 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

1.42 1.48 1.57 1.56 1.52 1.45 1.41 1.39 1.51 1.57 1.59 1.53 1.60

1,028 1,010 1,018 1,076 1,140 1,106 1,054 969 989 1,027 1,016 1,017 1,038

722 683 647 688 752 763 745 696 653 656 641 663 650

371 340 350 422 398 349 357 318 356 379 330 347 385

56.7 56.4 55.6 60.0 51.8 59.2 57.0 55.5 58.9 57.1 58.5 55.1 61.4

注）正社員求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数

　 　なお、常用フルタイム有効求職者数には、フルタイムの契約社員等を希望する者を含む。

正社員新規求人数

全体の新規求人
に占める構成比

年　　月

正社員有効求人倍率

正社員有効求人数

常用フルタイム
有効求職者数

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

　これを就業形態別に前年同月比でみると、一般求人は3.5%増加、パート求人は18.7%減少しました。
　また、主要産業別に前年同月比でみると、増加した主な産業は「窯業・土石製品製造業」（100.0％増）、「食料品製造
業」（58.3％増）、「製造業」（22.4％増）でした。減少した主な産業は「卸売業・小売業」（57.6％減）、「宿泊業・飲食サービ
ス業」（21.4％減）でした。

　新規求人のうち、正社員求人の占める割合は61.4%となり、前年同月に比べ4.7ポイント上昇しました。

　月間有効求人数は1,765人で前年同月に比べ0.5％増加、うちパート求人は567人で同2.2％減少しました。

項目
新規求人数 月間有効求人数産業別求人数

建設業 製造業 運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

宿泊業,飲食
サービス業

医療,福祉

令和5年10月

11月

12月

令和6年1月

2月

8月

9月

10月

3月

4月

5月

6月

7月
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　求職の状況

　新規求職者数（オンライン含）は284人で、前年同月比12.3％減少しました。

a 項目

年月 うちパート 男 女 44歳以下 45～54歳 55～64歳 65歳以上 在職者
離職者のうち
事業主都合

離職者のうち
自己都合

無業者 うちパート

324 127 153 171 144 72 59 49 111 31 148 25 1,246 523

20.0 15.5 30.8 11.8 17.1 46.9 31.1 ▲ 7.5 52.1 34.8 12.1 ▲ 16.7 15.6 11.3

239 97 108 131 120 34 39 46 75 28 105 20 1,205 519

▲ 7.7 ▲ 7.6 ▲ 8.5 ▲ 7.1 ▲ 6.3 ▲ 12.8 ▲ 27.8 21.1 ▲ 10.7 12.0 ▲ 5.4 ▲ 37.5 15.4 14.3

215 82 115 100 86 32 52 45 80 28 76 23 1,134 484

▲ 6.5 13.9 ▲ 2.5 ▲ 10.7 ▲ 20.4 ▲ 25.6 13.0 36.4 ▲ 13.0 ▲ 3.4 0.0 21.1 9.8 13.1

348 135 163 185 147 58 72 71 99 26 164 39 1,193 499

5.5 8.0 8.7 2.8 ▲ 3.3 ▲ 3.3 7.5 39.2 2.1 ▲ 25.7 11.6 25.8 6.9 9.9

356 151 164 192 143 56 79 78 139 27 136 32 1,308 550

3.2 0.0 1.2 4.9 11.7 ▲ 8.2 0.0 1.3 12.1 ▲ 61.4 24.8 6.7 8.8 8.3

330 141 160 170 143 56 68 63 106 30 129 47 1,357 587

▲ 1.2 11.9 0.0 ▲ 2.3 ▲ 0.7 ▲ 20.0 ▲ 1.4 23.5 ▲ 1.9 3.4 ▲ 5.1 2.2 11.2 13.1

496 256 191 305 161 78 122 135 64 102 233 43 1,445 696

13.8 27.4 ▲ 5.9 30.9 ▲ 3.6 9.9 20.8 39.2 ▲ 4.5 37.8 15.3 ▲ 24.6 16.4 22.3

286 128 130 156 107 53 59 67 69 27 144 34 1,399 700

▲ 10.3 ▲ 2.3 ▲ 12.2 ▲ 8.8 ▲ 18.9 ▲ 22.1 ▲ 6.3 19.6 ▲ 15.9 ▲ 32.5 3.6 ▲ 2.9 8.9 19.9

247 101 114 133 103 48 47 49 71 28 113 23 1,309 655

▲ 3.9 4.1 ▲ 7.3 ▲ 0.7 ▲ 14.9 ▲ 20.0 20.5 32.4 ▲ 12.3 3.7 11.9 ▲ 36.1 6.3 15.7

267 92 124 143 126 50 51 40 79 29 125 18 1,248 592

▲ 0.4 ▲ 4.2 ▲ 1.6 0.7 3.3 ▲ 20.6 41.7 ▲ 14.9 19.7 38.1 ▲ 6.7 ▲ 50.0 7.6 18.6

230 101 116 113 101 38 42 49 67 19 100 24 1,214 573

▲ 18.4 ▲ 9.0 ▲ 15.9 ▲ 21.5 ▲ 22.3 ▲ 35.6 ▲ 12.5 8.9 11.7 ▲ 34.5 ▲ 31.5 ▲ 27.3 3.1 15.5

257 96 126 131 113 62 49 33 74 20 131 22 1,226 561

▲ 14.3 ▲ 11.9 ▲ 7.4 ▲ 20.1 ▲ 14.4 6.9 ▲ 16.9 ▲ 35.3 ▲ 9.8 ▲ 33.3 ▲ 8.4 ▲ 33.3 2.2 10.0

284 123 140 143 110 57 54 63 74 33 130 28 1,237 586

▲ 12.3 ▲ 3.1 ▲ 8.5 ▲ 16.4 ▲ 23.6 ▲ 20.8 ▲ 8.5 28.6 ▲ 33.3 6.5 ▲ 12.2 12.0 ▲ 0.7 12.0

注）下段は前年同月比　

　 就職件数は123件で、前年同月でみると11.5％減少しました。

就職率は43.3％で、同0.4％増加しました。

b 年月 令和5年 令和5年 令和5年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

139 132 96 114 160 228 159 139 121 133 96 123 123

2.2 0.8 ▲ 16.5 5.6 ▲ 6.4 ▲ 12.0 21.4 ▲ 6.7 ▲ 23.9 0.0 ▲ 15.0 0.0 ▲ 11.5

42.9 55.2 44.7 32.8 44.9 69.1 32.1 48.6 49.0 49.8 41.7 47.9 43.3

▲ 7.5 4.6 ▲ 5.3 0.1 ▲ 4.7 ▲ 8.4 2.1 1.9 ▲ 12.9 0.2 1.6 6.9 0.4

　これを就業形態別に前年同月比でみると、一般求職者については18.3％減少、パート求職者については3.1％減少し
ました。

対前年同月比

就職率（％）

対前年同月比

　注1）就職率＝就職件数／新規求職者数

8月

9月

10月

  項目

就職件数（件）

3月

4月

5月

6月

7月

令和5年10月

11月

12月

令和6年1月

2月

　年齢別に前年同月比でみると、65歳以上（28.6％増）については増加しましたが、他の年齢層については減少しまし
た。また、常用求職者の態様別状況において前年同月比でみると、事業主都合（6.5％増）及び無業者（12.0％増）につ
いては増加しましたが、他の態様については減少しました。

　月間有効求職者数（オンライン含）は1,237人で前年同月比0.7％減少、うちパート求職者は586人で同12.0％増加しま
した。

新規求職者数 性　別 年齢別状況 常用求職者の態様別状況 月間有効求職者数

注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録し

た求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等を含みます。

就職の状況
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　雇用保険の状況

                b年月 令和5年 令和5年 令和5年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

  項目 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

83 74 61 82 71 60 213 102 57 70 68 62 74

7.8 54.2 32.6 ▲ 11.8 ▲ 18.4 ▲ 29.4 52.1 0.0 ▲ 25.0 20.7 ▲ 22.7 ▲ 25.3 ▲ 10.8

284 281 261 256 229 218 260 314 307 356 320 302 281

25.1 26.6 28.6 30.6 11.2 3.3 14.0 40.8 15.0 26.7 18.1 17.1 ▲ 1.1

18,257 18,298 18,289 18,191 18,209 18,141 17,879 17,999 17,964 17,962 18,023 17,999 17,962

▲ 2.8 ▲ 2.6 ▲ 2.5 ▲ 2.3 ▲ 1.9 ▲ 2.1 ▲ 2.6 ▲ 2.2 ▲ 2.6 ▲ 2.3 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 1.6

注）下段は前年同月比　

　人員整理の状況

                c年月 令和5年 令和5年 令和5年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年 令和6年

  項目 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

2 1 3 2 1 1 11 3 1 4 1 1 2

▲ 50.0 ▲ 66.7 ▲ 25.0 ▲ 33.3 ▲ 66.7 ▲ 50.0 175.0 ▲ 50.0 0.0 300.0 ▲ 50.0 ▲ 66.7 0.0

8 2 3 10 7 4 36 3 1 9 1 5 2

0.0 ▲ 71.4 ▲ 87.0 ▲ 83.3 0.0 33.3 620.0 ▲ 88.9 0.0 800.0 ▲ 80.0 ▲ 28.6 ▲ 75.0

注1）解雇者数には、希望退職の募集による人員整理を含む

注2）下段は前年同月比　

　10月中に確認した人員整理実施事業所は2事業所で、解雇者数は2人でした。

事業所数

解雇者数

 　雇用保険受給資格決定件数は、74件で前年同月に比べ10.8％減少しました。

 　雇用保険受給者実人員は、281人で前年同月に比べ1.1％減少しました。

 　雇用保険被保険者数は、17,962人で前年同月に比べ1.6％減少しました。

受給資格
決定件数

受 給 者
実 人 員

被保険者数

人材開発支援助成金を活用する事業主の皆さまへ

人材開発支援助成金における訓練経費の負担の取扱いを

令和６年１１月５日から明確化しました

人材開発支援助成金において、訓練経費の助成を受けるためには、「訓練等に要した経費を

支給申請までに申請事業主が全て負担していること」が要件となっています。

今般、教育訓練機関や教育訓練機関に関連する者（以下、「教育訓練機関等」という。）と

申請事業主との間で業務委託契約を締結することにより、教育訓練機関等から申請事業主に対

して入金が行われ、実質的に訓練経費の返金が疑われる事案が確認されたことを受けて、教育

訓練機関等から申請事業主に対する金銭の提供等、訓練経費の負担の取扱いについて、明確化

しました。

※従前から、申請事業主の負担額の実質的な減額となる金銭の支払いがある場合は、支給対象

外ですが、支給要領の改正により、本取扱いを明確化しました。

申請事業主の訓練経費の負担に係る留意点などにつきましては、

厚生労働省HPにてご確認ください。

島根労働局 助成金相談センター TEL 0852-20-7029お問い合わせ

詳しくはコチラから⇒
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